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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年

12月31日

売上高（千円） 6,561,726 6,586,112 6,497,448 13,407,132 13,405,432

経常利益又は経常損失(△) (千円) 228,880 △51,809 317,713 105,950 121,451

中間（当期）純利益又は

純損失(△)（千円）
△12,218 △105,276 185,572 △104,032 27,001

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円）

(発行済株式総数)（株）

700,000

(14,000,000)

700,000

(14,000,000)

700,000

(14,000,000)

700,000

(14,000,000)

700,000

(14,000,000)

純資産額（千円） 8,858,190 8,660,151 2,386,928 8,765,962 8,792,112

総資産額（千円） 14,178,747 14,161,602 7,437,839 14,044,545 13,977,905

１株当たり純資産額（円） 634.33 620.22 170.96 627.75 629.69

１株当たり中間（当期）純利益又は

純損失(△)（円）
△0.87 △7.54 13.29 △7.45 1.93

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
－ － － － －

１株当たり中間(年間)配当額（円） － － 472.00 － －

自己資本比率（％） 62.5 61.2 32.1 62.4 62.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△264,447 △119,589 89,533 143,228 938,248

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△587,629 △581,719 7,520,162 △429,824 △1,793,608

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△629 △533 △7,110,019 △1,047 △803

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円）
591,844 457,421 819,068 1,157,889 305,808

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]（人）

293

(32)

278

(17)

266

(16)

285

(28)

270

(16)

　（注）１．連結経営指標等については、中間連結財務諸表を作成していないため記載していない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益又は純損失は、潜在株式の発行がないため記載していない。

        ４．第82期中の中間純損失の計上は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもので

            ある。

        ５. 第82期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日)

　　　　　　及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成

            17年12月9日)を適用している。

        ６. 第84期中の純資産及び総資産は配当金の支払により減少している。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。また、主要な関係会社における異動もない。なお、当社は、当中間会計期間より旧社名(株)アルコア・クロージャー

・システムズから(株)ＣＳＩジャパンへ社名変更している。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の親会社となった。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有割
合（％）

関係内容

Closure　Systems　

International　Holdings

　Japan

(株)

　東京都港区 776

有価証券の取得、

保有、売却及び処

分

99.48

発行済株式の内

99.1％を所有して

いる。営業上の取

引は無い。

　

　

４【従業員の状況】

(1)提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 266　(16)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載している。

(2）労働組合の状況

　労働組合との間に特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

  当中間会計期間のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題を背景とする金融市場の低迷に加え、為替市場の変動

や原油、原材料価格の高騰による影響を受けて、企業収益は伸び悩みを見せ始め、個人消費にも閉塞感が増してきており、

景気は足踏み状態のまま推移した。顧客飲料市場においても経営環境が一層厳しくなる中で、主力ブランドのリニューア

ルや好調なミネラルウォーター・炭酸飲料等の拡販戦略が図られたが、市場規模はほぼ前年並みとなっている。

　このような状況のもとで当社は、販売面においては、各顧客飲料・薬品メーカー様のニーズに応え、より高品質・高機能

・低価格の製品を提供すべく品質改善・新製品開発等に努めてきた。ドリンク剤市場向け中心のアルミキャップ販売、飲

料充填ライン向け機器販売が前年同期に比較して減少したことにより、当中間会計期間の売上高全社合計は6,497百万円

（前年同期比1.3％減）となり、ほぼ横ばいを維持した結果となっている。製造面においては、主要原材料の市場価格が高騰

するなか中国への委託生産等により原材料費が抑制できた。また、製造工程の改善によりプラスチックキャップ及びアル

ミキャップ製造ラインともに生産性が向上した。その結果、利益面においては、厳しい販売価格競争が継続したものの製造

面での原価低減により、当中間会計期間における経常利益は317百万円(前年同期は経常損失51百万円)、中間純利益は185百

万円(前年同期は中間純損失105百万円)の計上となった。

(2)キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前中間純利益298百万円(前年同期は税引前

中間純損失54百万円)に加えて仕入債務の増加額340百万円(前年同期比28.8%増)があったが、売上債権の減少額357百万円

(前年同期比47.6%減)とたな卸資産の増加額211百万円(前年同期は減少額14百万円)があったことから、前中間会計期間末に

比べ361百万円増加(前年同期比79.1%増)し、当中間会計期間は819百万円となった。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は89百万円(前年同期は119百万円の使用)となった。

これは主に、税引前当期純利益298百万円の計上と仕入債務の増加額340百万円が、売上債権の増加額とたな卸資産の増加

額等を吸収した結果である。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は7,520百万円(前年同期は581百万円の使用)となった。

これは主に、貸付金の回収によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は7,110百万円(前年同期比7,109百万円増)となった。

これは配当金の支払7,196百万円によるものである。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりである。

区分
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

キャップ（千円） 4,108,789 99.9

キャッピングマシン（千円） 365,306 64.8

合計（千円） 4,474,095 95.7

　（注）１．金額は販売価格によっている。

２．上記の金額には消費税は含まれていない。

(2）受注状況

　当中間会計期間における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりである。

区分 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％)

キャップ 7,079,891 96.8　 2,580,170 100.1　

キャッピングマシン 300,900 66.1 71,174 112.3　

合計 7,380,791 95.0 2,651,344 100.4　

　（注）　上記の金額には消費税は含まれていない。

(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりである。

区分
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

キャップ（千円） 6,032,413 99.0　

キャッピングマシン（千円） 279,487 59.3　

その他(千円) 185,548 776.9　

合計（千円） 6,497,448 98.7　

　（注）1.　最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

る。

相手先

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

コカ・コーラナショナルビバレッジ

株式会社
2,093,385        31.8 2,013,043 31.0　

サントリー株式会社 1,375,156 20.9 1,215,639 18.7　

2.　上記の金額には消費税は含まれていない。
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３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はない。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、新たに締結した重要な契約はない。

　

５【研究開発活動】

　当社は、清涼飲料水用プラスチックキャップならびにアルミキャップに求められる機能・性能の向上に関する顧客

からの要望、環境負荷の低減、生産プロセスの開発・改良等の様々なニーズを先取りし、包装業界における顧客満足度

No.1評価を得られるべく、新製品開発に取組んでいる。

 研究開発は、当社の技術本部において、製品及びツール設計を担当する設計開発課、プラスチックキャップの開発・

評価を担当するPBC開発1課及び2課、アルミキャップの開発・評価を担当するALC開発課を中心にクロージャー・シ

ステムズ・インターナショナル社のグローバル開発拠点と連携して推進しており、国内向け以外にも中国をはじめと

するアジア各国および欧米向けの開発・技術的サポートも行っている。研究開発スタッフは2０名である。

 当中間会計期間における研究開発成果としては、ベント機能付きアセプ充填軽量化キャップ、海外向けショートハイ

トキャップ、28mmアルミボトル用新キャップ、ガラスボトル用改良キャップ、軽量化アルミキャップ等の開発・改良

等があり、研究開発費用は１６８百万円である。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,400,000

計 18,400,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期末現在

発行数
(平成20年6月30日)

提出日現在発行数
(平成20年9月29日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 　     14,000,000 株 　 　　　　－　　　 株 非上場 　  （注1)

全部取得条項付

普通株式
　        －　　  株 　 　　　14,000,000 株 非上場 　  （注2)

A種種類株式 　        －　    株 　 　　　　  　 174 株 非上場 　  （注3)

計 　　　 14,000,000 株 　       14,000,174 株 　         － －

　（注）　　　1. 普通株式の内容は、次のとおりである

　　　　　　　　　 権利内容に何ら限定の無い当社の標準となる株式

　            2．全部取得条項付普通株式の内容は、次のとおりである   

                   当社が発行する普通株式は、株主総会の決議によって、その全部を取得することをその

                   内容とする。当該取得を行う場合には、当社は、全部取得条項を付した普通株式の取得と引換え

                   に、当社が新たに発行するA種種類株式を全部取得条項を付した普通株式1株につき0.0000125株の

                   割合をもって交付する。

　　　             (平成20年8月22日に効力発生済み。）

　             3．A種種類株式の内容は、次のとおりである

                   当社は、残余財産の分配をするときは、Ａ種種類株式を保有する株主又はＡ種種類株式の登録株

             　　　式質権者に対し、普通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、A種種類株式1株

　　　　　　　　　 につき１円を支払う。

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

         該当事項なし。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
 （株）

資本金増減額
 

 （千円）

 資本金残高
 

 （千円）

資本準備金
増減額
 （千円）

資本準備金
残高

 （千円）

 平成20年1月1日～　

平成20年6月30日　

　

　－ 14,000,000 － 700,000 － 287,246
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

Closure Systems Internat
ional Holdings Japan(株)

東京都港区南青山二丁目22番18号ＴＹビ
ル7階 13,876 99.12

(株)ＣＳＩジャパン 東京都港区西新橋二丁目7番4号 38 0.27

山田  達夫 大阪府堺市東区 6 0.04

猪瀬  好文 茨城県東茨城郡大洗町 3 0.02

太田  典子 大阪府大阪市阿倍野区 3 0.02

山口  孝 東京都練馬区　 3 0.02

新日本証券(株) 東京都千代田区神田駿河台3丁目11 2 0.01

山本  繋 富山県高岡市 2 0.01

恒川  寿郎 奈良県北葛城郡広陵町 2 0.01

大山  吉夫　 東京都品川区 2 0.01

計  － 13,938 99.53

 (注)1.上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が6千株含まれている。

 (注)2.前事業年度末現在主要株主であったアルコア・インク社は当中間期末では親会社及び主要株主ではなくなった。

 (注)3.前事業年度末現在主要株主でなかったClosure Systems International Holdings Japan(株)は当中間期末では親

       会社及び主要株主となった。

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     38,000 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,948,000 13,942 同上

単元未満株式 普通株式     14,000 － 同上

発行済株式総数  14,000,000　 － －

総株主の議決権 － 13,942 －

    (注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれている。また、「議決

           権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数6個が含まれていない。

　

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の
割合（％）

株式会社 ＣＳＩ

ジャパン

東京都港区西新橋

2丁目7番4号
38,000 － 38,000 0.27

計 － 38,000 － 38,000 0.27
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２【株価の推移】

　　当社株式は、非上場であるため該当事項はない。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

(1)新任役員　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

就任年月日

　取締役 　
トーマス・

デグナン
昭和23年1月28日生

昭和48年9月 ユニバーサルフード社

平成8年11月 ランク・グループ

カーターホルト社ディ

レクター

兼ＳＩＧ社プレジデン

ト

兼エバーグリーン社

チェアマン 

平成20年4月 当社取締役

　1年 －
平成20年

4月30日

　監査役 　
マイケル・イー

・グラハム　
昭和36年11月17日生

昭和61年1月 ジェネラルミルス社

平成11年9月 アライドシグナルアン

ドハネウェル社 

べンディックス商業車

両システムズ

チーフファイナンシャ

ルオフィサー

平成13年9月 アバヤ社

グローバルセールスア

ンドマーケティング

バイスプレジデントグ

ループコントローラー

平成15年4月 アルコア・パッケージ

ングアンドコンス－

マー・グループ

バイスプレジデント

チーフファイナンシャ

ルオフィサー

平成20年2月 ランク・グループ

レイノルズ・パッケー

ジング・グループ

チーフファイナンシャ

ルオフィサー

平成20年4月 当社監査役

　1年 －
平成20年

4月30日

　監査役 　

ミッシェル・

デッカーニュー

マン　

昭和42年1月2日生　

平成8年6月　 ベルデン・ワイヤーア

ンドケーブル社　

コードプロダクツ部門

上級ファイナンシャル

アナリスト

平成11年4月 アルコア・クロー

ジャー・システムズ・

インターナショナル 

アシスタントコント

ローラー

平成20年2月　 ランク・グループ

クロージャー・システ

ムズ・インターナショ

ナル

アシスタントコント

ローラー

平成20年4月　 当社監査役

　1年 －
平成20年　

4月30日　

(2)退任役員　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 　営業本部長 河崎　定信　 平成20年4月30日　
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役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 －
ティモシイ・ダブリユウ・

カー
平成20年4月30日

取締役 － ロバート・イー・スミス 平成20年4月30日

監査役 　 長嶺　恵子　 平成20年4月30日　

監査役 － 前田　良平　 平成20年4月30日　

(3)役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

　副社長執行役員
管理本部長兼

購買・物流本部長
専務取締役　

管理本部長兼

購買・物流本部長
砂押　正己 平成20年4月30日

　専務執行役員 技術本部長 常務取締役　 技術本部長 望月　正幸 平成20年4月30日　

  専務執行役員 生産本部長 常務取締役　 生産本部長 土屋　　進　 平成20年4月30日　

　常務執行役員
品質保証本部長兼

OpEx推進本部長
取締役　

品質保証本部長兼

OpEx推進本部長
林　　秀敏 平成20年4月30日　

　常務執行役員 営業本部長 取締役　 生産本部副本部長 藤原　晴之　 平成20年4月30日　
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

  前中間会計期間 （平成19年1月1日から平成19年６月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間 （平成20年1月1日から平成20年６月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成20年１月１

日から平成20年６月30日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人により中間監査を受けている。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がないので、中間連結財務諸表を作成していない。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 457,421   819,068   305,808   

２．受取手形
※２
※５

48,827   28,895   46,893   

３．売掛金 　 2,207,996   1,680,132   1,304,261   

４．たな卸資産 　 1,937,748   2,128,484   1,916,979   

５．繰延税金資産 　 62,939   74,596   79,402   

６．短期貸付金 　 6,203,538   －   7,541,098   

７．未収入金 　 352,222   236,444   179,903   

８．未収法人税等 　 －   －   －   

９．その他 　 144,144   52,447   77,862   

貸倒引当金 　 △2,533   △1,581   △1,662   

流動資産合計 　  11,412,302 80.6  5,018,484 67.5  11,450,544 81.9

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産
※１
※６

         

(1)建物 　 1,056,400   1,006,763   1,037,899   

(2)機械及び装置 　 957,852   820,335   842,090   

(3)土地 　 357,416   357,416   357,416   

(4)建設仮勘定 　 61,183   25,889   39,973   

(5)その他 　 246,158   150,899   185,912   

有形固定資産合計 　  2,679,010 18.9  2,361,302 31.7  2,463,290 17.6

２．無形固定資産 　  35,102 0.2  20,150 0.3  25,751 0.2

３．投資その他の資産 　          

(1)投資有価証券 　 4,318   194   240   

(2)その他 　 39,670   46,659   49,030   

貸倒引当金 　 △8,800   △8,950   △8,950   

投資その他の資産
合計

　  35,188 0.3  37,903 0.5  40,320 0.3

固定資産合計 　  2,749,299 19.4  2,419,355 32.5  2,529,361 18.1

資産合計 　  14,161,602 100  7,437,839 100.0  13,979,905 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．支払手形  1,618,587   1,808,418   1,636,461   

２．買掛金  1,858,284   1,526,934   1,358,872   

３．未払費用 　 630,108   774,386   615,876   

４．未払法人税等 　 6,187   123,446   136,184   

５．賞与引当金 　 45,698   84,864   100,649   

６. 役員賞与引当金 　 3,374   3,799   28,769   

７．設備等支払手形 　 22,859   6,569   840   

８．その他 ※３ 716,098   266,877   757,220   

流動負債合計 　  4,901,195 34.6  4,595,293 61.8  4,634,871 33.2

Ⅱ　固定負債 　          

１．繰延税金負債 　 295,575   255,572   257,480   

２．退職給付引当金 　 149,459   112,449   126,872   

３．役員退職慰労引当
金

　 155,221   87,597   168,570   

固定負債合計 　  600,256 4.2  455,618 6.1  552,922 4.0

負債合計 　  5,501,451 38.8  5,050,911 67.9  5,187,793 37.1

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１.　資本金 　  700,000 5.0  700,000 9.4  700,000 5.0

２.　資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 287,246   287,246   287,246   

資本剰余金合計 　  287,246 2.0  287,246 3.9  287,246 2.0

３.　利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 175,000   175,000   175,000   

(2）その他利益剰余
金

　          

土地圧縮積立金 　 311,532   311,532   311,532   

固定資産圧縮積
立金

　 347,980   311,558   325,885   

別途積立金 　 6,740,000   140,000   6,740,000   

繰越利益剰余金 　 122,456   486,349   276,828   

 利益剰余金合計 　  7,696,968 54.4  1,424,439 19.1  7,829,244 56.0

４.　自己株式 　  △24,168 △0.2  △24,790 △0.3  △24,438 △0.2

   株主資本合計 　  8,660,045 61.2  2,386,895 32.1  8,792,052 62.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１. その他有価証券評
価差額金

　  106   32   60  

  評価・換算差額等
合計

　  106 0.0  32 0.0  60 0.0

  純資産合計 　  8,660,151 61.2  2,386,928 32.1  8,792,112 62.9

  負債純資産合計 　  14,161,602 100.0  7,437,839 100.0  13,979,905 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
要約損益計算書

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  6,586,112 100.0  6,497,448 100  13,405,432 100

Ⅱ　売上原価 　  5,881,649 89.3  5,405,025 83.2  11,686,465 87.2

売上総利益 　  704,462 10.7  1,092,423 16.8  1,718,967 12.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  875,284 13.3  793,150 12.2  1,901,700 14.2

営業利益
又は営業損失(△)

　  △170,822 △2.6  299,273 4.6  △182,733 △1.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  164,655 2.5  66,628 1.0  374,519 2.8

Ⅴ　営業外費用 ※２  45,643 0.7  48,188 0.7  70,336 0.5

経常利益
又は経常損失(△)

　  △51,809 △0.8  317,713 4.9  121,451 0.9

Ⅵ　特別利益 ※３  2,500 0.0  81 0.0  45,006 0.3

Ⅶ　特別損失 ※４  5,088 0.1  19,273 0.3  1,464 0.0

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△)

　  △54,397 △0.9  298,521 4.6  164,994 1.2

法人税、住民税及び事
業税

　 660   110,032   142,301   

法人税等調整額 ※６ 50,218 50,878 0.8 2,917 112,949 1.7 △4,308 137,993 1.0

中間(当期)純利益又
は中間純損失(△)

　  △105,276 △1.7  185,572 2.9  27,001 0.2
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年1月1日　至平成19年6月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金
　

利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本
準備金

資本
剰余金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

土地圧縮
積立金

固定資産

圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残

高

（千円）

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 364,703 6,740,000 211,008 7,802,243 △23,636 8,765,853

中間会計期間中の

変動額
           

中間純損失 － － － － － － － △105,276 △105,276 － △105,276

自己株式の取得 － － － － － － － － － △532 △532

固定資産圧縮

積立金取崩
－ － － － － △16,723 － 16,723 － － －

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

－ － － － － － － － － － －

中間会計期間中の

変動額合計

（千円）

－ － － － － △16,723 － △88,553 △105,276 △532 △105,808

平成19年6月30日　残

高

（千円）

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 347,980 6,740,000 122,456 7,696,968 △24,168 8,660,045

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残

高

（千円）

109 109 8,765,962

中間会計期間中の変

動額
   

中間純損失 － － △105,276

自己株式の取得 － － △532

固定資産圧縮

積立金取崩
－ － －

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

△3 △3 △3

中間会計期間中の変

動額合計

（千円）

△3 △3 △105,811

平成19年6月30日残

高

（千円）

106 106 8,660,151

当中間会計期間（自平成20年1月1日　至平成20年6月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金
　

利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本
準備金

資本
剰余金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

土地圧縮
積立金

固定資産

圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年12月31日残

高

（千円）

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 325,885 6,740,000 276,828 7,829,244 △24,438 8,792,052

中間会計期間中の変

動額
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株主資本

資本金

資本剰余金
　

利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本
準備金

資本
剰余金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

土地圧縮
積立金

固定資産

圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

別途積立金の

取崩
－ － － － － －

△

6,600,000
6,600,000 － － －

剰余金の配当 － － － － － － －
△

6,590,377
△6,590,377 －

△

6,590,377

中間純利益 － － － － － － － 185,572 185,572 － 185,572

自己株式の取得 － － － － － － － － － △352 △352

固定資産圧縮

積立金の取崩
－ － － － － △14,327 － 14,327 － － －

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

－ － － － － － － － － － －

中間会計期間中の

変動額合計

（千円）

－ － － － － △14,327
△

6,600,000
209,522 △6,404,805 △352

△

6,405,157

平成20年6月30日残高

（千円）
700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 311,558 140,000 486,349 1,424,439 △24,790 2,386,895

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残

高

（千円）

60 60 8,792,112

中間会計期間中

の変動額
   

固定資産圧縮

積立金取崩
－ － －

別途積立金の

取崩
－ － －

剰余金の配当 － － △6,590,377

中間純利益 － － 185,572

自己株式の取得 － － △352

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

△27 △27 △27

中間会計期間中の変

動額合計

（千円）

△27 △27 △6,405,184

平成20年6月30日残

高

（千円）

32 32 2,386,928

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年1月1日　至平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金
　

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本
準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計土地圧縮

積立金
固定資産

圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日

残高

（千円）

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 364,703 6,740,000 211,008 7,802,243 △23,636 8,765,853

事業年度中の変動額            
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株主資本

資本金

資本剰余金
　

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本
準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計土地圧縮

積立金
固定資産

圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期純利益 － － － － － － － 27,001 27,001  27,001

自己株式の取得 － － － － － － － － － △802 △802

固定資産圧縮積立金取

崩額
－ － － － － △38,818 － 38,818 － － －

株主資本以外の項目の

事業年度中の

変動額（純額）

－ － － － － － － － － － －

事業年度中の

変動額合計

（千円）

－ － － － － △38,818 － 65,819 27,001 △802 26,199

平成19年12月31日

残高

（千円）

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 325,885 6,740,000 276,828 7,829,244 △24,438 8,792,052

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日

残高

（千円）

109 109 8,765,962

事業年度中の変動額    

当期純利益 － － 27,001

自己株式の取得 － － △802

固定資産圧縮積立金

取崩額
－ － －

株主資本以外の項目

の事業年度中の

変動額（純額）

△49 △49 △49

事業年度中の

変動額合計

（千円）

△49 △49 26,150

平成19年12月31日

残高

（千円）

60 60 8,792,112
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

　 　

前中間会計期間

 
（自　平成19年１月１)
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

 
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

 前事業年度要約
  キャッシュ・フロー

  計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー 　    

税引前中間(当期)純
利益(△税引前中間純
損失)

　 △54,397 298,521 164,994

減価償却費 　 191,091 175,508 398,164

無形固定資産償却額 　 10,161 6,371 20,233

貸倒引当金の増加(△
減少)額 　 33 △81 △688

受取利息及び受取配
当金 　 △44,542 △27,272 △97,447

支払利息 　 － 3,038 －

為替差損 　 △1,373 △13,583 △4,082

投資有価証券売却益 　 － － △17,000

有形固定資産売却益 　 － － △27,416

有形固定資産売却損 　 128 353 －

有形固定資産処分損 　 386 263 1,148

無形固定資産売却損 　 － － 1,909

無形固定資産処分損 　 － － 316

売上債権の減少
(△増加)額 　 △682,918 △357,873 222,751

たな卸資産の減少(△
増加)額 　 14,108 △211,504 34,878

未収入金の減少（△
増加）額 　 △134,994 △89,154 79,277

立替金の減少(△増加
)額 　 △92 7,488 7,841

前渡金の減少額 　 11,911 － 11,911

その他流動資産の減
少(△増加)額 　 △26,001 17,928 △11,751

長期前払費用の減少
(△増加)額 　 － 2,345 △9,380

仕入債務の増加（△
減少）額 　 263,988 340,020 △217,550

その他流動負債の増
加額 　 49,673 171,472 39,032

賞与引当金の増加
（△減少）額 　 △20,843 △15,785 34,108

役員賞与引当金の増
加(△減少)額 　 △722 △24,970 24,673

退職給付引当金の減
少額 　 △23,446 △14,424 △46,033

役員退職慰労引当金
の増加(△減少)額 　 17,759 △80,973 31,108

小計 　 △430,090 187,688 640,998

利息及び配当金の受
取額 　 444 27,272 776

利息の支払額 　 － △2,742 －

法人税等の支払額 　 － △122,684 △13,583

法人税等の還付額 　 310,057 － 310,057

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 　 △119,589 89,533 938,248
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前中間会計期間

 
（自　平成19年１月１)
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

 
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

 前事業年度要約
  キャッシュ・フロー

  計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

有形固定資産の取得
による支出

　 △156,549 △21,092 △202,317

無形固定資産の取得
による支出

　 － △770 －

有形固定資産の売却
による収入

　 12,103 900 65,852

投資有価証券の売却
による収入

　 － － 21,000

貸付金の貸付による
支出

　 △1,637,578 － △2,878,467

短期貸付金の貸付に
よる支出

　 － △42,704 －

短期貸付金の回収に
よる収入

　 1,200,000 7,583,802 1,200,000

差入保証金の支払に
よる支出

　 △96 △358 △330

差入保証金の解約に
よる収入

　 401 179 655

更生債権の回収によ
る収入

　 0 － －

出資金の回収による
収入

　 － 205 －

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △581,719 7,520,162 △1,793,608

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

短期借入金の借入に
よる収入

　 － 87,202 －

自己株式の取得によ
る支出

　 △532 △352 △802

配当金の支払額 　 △1 △7,196,869 △1

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △533 △7,110,019 △803

Ⅳ　現金及び現金同等物に
係る換算差額

　 1,373 13,583 4,082

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増加（△減少）額

　 △700,468 513,260 △852,081

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

　 1,157,889 305,808 1,157,889

Ⅶ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

 ※ 457,421 819,068 305,808
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び

　　評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

(1）有価証券

その他有価証券

(1）有価証券

その他有価証券

　 　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）　　

　時価のあるもの

同左

　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）　　

　 　時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

　　同左

　時価のないもの

同左

　 (2）たな卸資産

商品・製品・仕掛品は総平均法

による原価法

原材料は移動平均法による原価

法

キャッピングマシン仕掛品は個

別原価法

(2）たな卸資産

同左

(2)たな卸資産

同左

２．固定資産の減価償却の

　方法

(1）有形固定資産

①建物(建物附属物を除く)

  平成19年3月31日以前に取得した

  もの

    法人税法に規定する旧定額法

  平成19年4月1日以降に取得したも

  の

    法人税法に規定する定額法

②建物以外

  平成19年3月31日以前に取得した

  もの

    法人税法に規定する旧定率法

  平成19年4月1日以降に取得したも

  の

    法人税法に規定する定率法

 (会計方針の変更)

  法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年4月1日以降に

取得した有形固資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更している。この変更による

影響額は軽微である。

(1）有形固定資産

①建物(建物附属物を除く)

  同左

　

 

 

 

 

②建物以外

　同左 

 

 

 

 

 

         ─────  

 

 

 

 

(1）有形固定資産

①建物(建物附属物を除く)

  平成19年3月31日以前に取得した

  もの

    法人税法に規定する旧定額法

  平成19年4月1日以降に取得したも

  の

    法人税法に規定する定額法

②建物以外

  平成19年3月31日以前に取得した

  もの

    法人税法に規定する旧定率法

  平成19年4月1日以降に取得したも

  の

    法人税法に規定する定率法

 (会計方針の変更)

  法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年4月1日以降に取得した

有形固資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更し

ている。この変更による影響額は軽微

である。

　

　 (2)無形固定資産

 定額法によっている。

 ただし、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可能

期間(5年)に基づく定額法によって

いる。

(2)無形固定資産

　　同左

(2)無形固定資産

　 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し回収不能見込

み額を計上している。

(1) 貸倒引当金

　　 同左

(1) 貸倒引当金

　　同左

　 (2）賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上している。

(2) 賞与引当金

　　同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるた

め、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上している。

　 (3) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上している。

 (3) 役員賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金   

役員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当事業年度負

担額を計上している。

  　 　

 

　 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末に発生し

ていると認められる額を計上し

ている。なお、数理計算上の差異

は、15年の定額により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしている。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上している。なお、

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

している。

　 (5) 役員退職慰労引当金

役員の退職金支給に備えるた

め、役員退職慰労金規定に基づ

く中間期末要支給額を計上して

いる。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職金支給に備えるた

め、役員退職慰労金規定に基づ

く期末要支給額を計上してい

る。

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。

同左 同左

５．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッシュ

・フロー計算書）におけ

る資金の範囲

手許資金、随時引出し可能な預金か

らなっている。

同左 同左

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。

　

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

───── （研究開発収入の会計方針の変更）

従来、営業外収益の「研究開発収入」及び

販売費及び一般管理費の「研究開発費」

にそれぞれ含めて表示していた研究開発

収入及び研究開発収入見合費用は、当中間

会計期間より「売上高」及び「売上原

価」にそれぞれ含めて計上することに変

更している。

この変更は、研究開発活発活動への積極的

な取り組み及び当社の主たる営業活動の

成果であるとして認識することに伴い、損

益区分をより適正に表示するために行っ

たものである。

この変更により、従来の方法によった場合

と比較して、売上高が123百万円、売上原価

は117百万円、売上総利益は5百万円、営業

利益は123百万円増加し、営業外収益は123

百万円減少しているが、経常利益及び税引

前中間純利益への影響はない。

 

　　　　　　───── 
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      追加情報

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至  平成19年12月31日）

( 仕入等代金支払方法の変更) ────── ( 仕入等代金支払方法の変更)
  当事業年度より、一部の仕入先への
支払方法を手形払いから一括支払信託
に変更した。これにより従来の方法に
よった場合に比べ、支払手形335,98千円
減少し、買掛金が同額増加している。

　 当事業年度より、一部の仕入先への支払
方法を手形払いから一括支払信託に変
更した。これにより従来の方法によった
場合に比べ、「支払手形」443,548千円、
「設備等支払手形」が25,235千円それ
ぞれ減少し、「買掛金」334,552千円、
「未払費用」が108,996千円、「未払
金」が25,235千円それぞれ増加してい
る。　

────── (当社の完全子会社化について)
　当社は、平成20年6月20日開催の取締役
会においてClosure Systems International
Holdings Japan株式会社による当社普通
株式に対する公開買付けの結果、当社の
親会社となった同社の完全子会社とな
るための手続を実施する方針を決定し
た。　
　完全子会社化手続として、平成20年7月
10日開催の臨時株主総会及び普通株主
による種類株主総会において、種類株式
発行にかかる定款変更の件、全部取得条
項にかかる定款変更の件及び全部取得
条項付普通株式取得の決定の件を決議
し、平成20年8月22日をもって、当社によ
る全普通株式取得及び種類株式交付の
効力が発生している。　
　当社は全部取得条項付普通株式を取得
し、当該取得と引換えに株主に対し普通
株式１株に対し、Ａ種種類株式を
0.0000125株の割合をもって交付した。　
　交付されるＡ種種類株式の数に１株未
満の端数がある株主に関しては、会社法
第234条に基づいて１株未満の端数処理
がされ最終的には端数に応じた現金が
交付される。
　株主に交付することとなる端数の合計
数（会社法第234条第１項により、その
合計数に１株に満たない端数がある場
合には当該端数は切り捨てられる。)に
相当する数の株式については、会社法第
234条第２項の規定に基づき、平成20年9
月17日付けの裁判所の許可を得て、同日
当社から親会社に対して任意売却され
た。現在、端数を有する各株主に対する
最終的な現金の交付の準備を行ってい
るところである。
　なお、裁判所の許可に基づき当社が親
会社に任意売却したＡ種種類株式の売
却金額については、各株主が保有する当
社普通株式数に399円（Closure Systems
International Holdings Japan株式会社が当
社普通株式に対して公開買付けを行っ
た際における買付価格）を乗じた金額
に相当する金銭を各株主に交付できる
ような価格としており、この価格は
48,617千円となる。

──────

EDINET提出書類

株式会社ＣＳＩジャパン(E01389)

半期報告書

24/36



注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額

　 （千円）

有形固定資産 8,113,202

　 （千円）

有形固定資産 8,328,729

　 （千円）

有形固定資産 8,186,039

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高

 
　 （千円）

割引手形 300,290

裏書譲渡手形 44,576

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高

 
　 （千円）

割引手形 247,108

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高

 
　 （千円）

割引手形 317,936

裏書譲渡手形 －

※３．消費税等の取扱

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

の上、流動負債のその他に含めて表示し

ている。

※３．消費税等の取扱

同左

※３．消費税等の取扱

───────

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりである。

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりである。

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおり

である。

　 （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高 　－ 

　　差引額 300,000

　 （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高 － 　

　　差引額 300,000

　 （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高 － 　

　　差引額 300,000

※５. 中間期末日満期手形

    中間期末日満期手形の会計処理は手形

交換日をもって決済処理している。

したがって当中間期末日が金融機関の休

業日であったため、次の中間期末日満期手

形が中間期末残高に含まれている。

  

受取手形   762千円

※５.         ──────

    

※５. 期末日満期手形  

　期末日満期手形の会計処理は手形交換日を

もって決済処理している。

したがって当期末日が金融機関の休業日

であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれている。

  

受取手形   3,344千円

※６.          ──────

    

６.担保に提供している資産とこれに対応す

る債務は次の通りである。

担保提供資産

　 （千円）

建物及び構築物 832,550

土地 28,416

計 860,966

　上記資産には銀行取引に対し、根抵当

権（極度額200百万円）が設定されている

が、当中間会計期間末現在該当する債務は

ない。

 ──────
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目

　 （千円）

受取利息 44,339

受取配当金 204

研究開発収入 107,300

　 （千円）

受取利息 27,269

退職給付債務差異回収益 30,628

　 （千円）

受取利息 97,234

受取配当金 213

研究開発収入 254,937

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目

　 （千円）

売掛債権売却損 7,386
手形売却損 2,600
為替差損 24,849

　 （千円）

支払利息 3,038
売掛債権売却損 11,903
手形売却損 2,213
為替差損 30,193

　 （千円）

売掛債権売却損 16,467
手形売却損 6,092
為替差損 25,286

※３．          ────── ※３．          ────── ※３．特別利益の主要項目

   （千円）

固定資産売却益 　

　工具器具及び備品 1,694

　機械装置 24,602

　車両及び運搬具 1,120

　ソフトウェア △1,909

合計 25,506

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目

　 （千円）

固定資産処分損  

 車両及び運搬具 128
 工具器具及び備品 386

  合計 514

　 （千円）

固定資産処分損  

  機械及び装置 230
 工具器具及び備品 32

  合計 262
固定資産売却損 　

　 機械及び装置 353

　合計 353
前期損益修正損 　

　前期未払費用の修正額 18,657

　  

　 （千円）

固定資産処分損 　

　工具器具及び備品 1,020
  車両及び運搬具 128
  ソフトウェア 316

  合計 1,464

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

　 （千円）

有形固定資産 191,091

無形固定資産 10,161

　 （千円）

有形固定資産 175,508

無形固定資産 6,371

　 （千円）

有形固定資産 398,164

無形固定資産 20,233

※６. 中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当期において予定している圧

縮積立金の取崩を前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算している。

※６. 同左  ※６           ─────
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（中間株主資本等変動計算書関係）

 前中間会計期間(自  平成19年1月1日  至  平成19年6月30日)

   1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 14,000,000 － － 14,000,000

合計 14,000,000 － － 14,000,000

自己株式     

普通株式  (注)１ 35,999 887 － 36,886

合計 35,999 887 － 36,886

 (注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加887株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

   該当事項なし。

 3.配当に関する事項

   該当事項なし。

 当中間会計期間(自  平成20年1月1日  至  平成20年6月30日)

   1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 14,000,000 － － 14,000,000

合計 14,000,000 － － 14,000,000

自己株式     

普通株式  (注)１ 37,336 817 － 38,153

合計 37,336 817 － 38,153

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加817株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

   該当事項なし。
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 3.配当に関する事項

   配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月28日

定時株主総会
普通株式 6,590,377 472 平成19年12月31日 平成20年3月31日

 前事業年度(自  平成19年1月1日  至  平成19年12月31日)

   1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 14,000,000 － － 14,000,000

合計 14,000,000 － － 14,000,000

自己株式     

普通株式  (注)１ 35,999 1,337 － 37,336

合計 35,999 1,337 － 37,336

 (注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,337株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

   該当事項なし。

 3.配当に関する事項

   該当事項なし。

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
    至　平成19年12月31日）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高は中間貸借対照表に掲記されてい

る現金及び預金勘定の金額と同一で

ある。

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る現金及び預金勘定の金額は一致し

ている。

※ 現金及び現金同等物の期末残高は

貸借対照表に掲記されている現金及

び預金勘定の金額と同一である。

（平成19年６月30日現在） 　 （平成19年12月31日現在）
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相

当額

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相

当額

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固定資
産
その他

(工具器具備品
)

48,104 32,931 15,173

有形固定資
産
その他

(車輌運搬具)

57,400 32,291 25,109

合計 105,504 65,222 40,282

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固定資
産
その他

(工具器具備品
)

59,294 28,603 30,691

有形固定資
産
その他

(車輌運搬具)

53,036 33,235 19,801

合計 112,330 61,808 50,492

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

有形固定資
産
その他

(工具器具備品
)

55,958 38,979 16,979

有形固定資
産
その他

(車輌運搬具)

59,908 38,581 21,327

合計 115,866 77,560 38,306

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。

同　　　　左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定している。

②　未経過リース料中間期末残高相当

額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

②　未経過リース料中間期末残高相当

額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

②　未経過リース料期末残高相当額

　 （千円）

１年内 20,505

１年超 19,777

合計 40,282

　 （千円）

１年内 20,874

１年超 29,618

合計 50,492

　 （千円）

１年内 20,442

１年超 17,864

合計 38,306

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定している。

同　　　　左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してい

る。

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

③　支払リース料及び減価償却費相当

額

　 （千円）

支払リース料 13,679

減価償却費相当額 13,679

　 （千円）

支払リース料 12,828

減価償却費相当額 12,828

　 （千円）

支払リース料 26,000

減価償却費相当額 26,000

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

いる。

④　減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

④　減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

 (減損損失について)

リース資産に配分された減損損

失はない。

 (減損損失について)

 同　　　　左

 (減損損失について)

  同　　　　左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末(平成19年6月30日）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

前中間会計期間末（平成19年６月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1)株式 139 318 179

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

合計 139 318 179

２．時価のない主な有価証券の内容

　
前中間会計期間末（平成19年６月30日）

中間貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券  

　　　非上場株式 4,000

当中間会計期間末(平成20年6月30日）

有価証券

　　その他有価証券で時価のあるもの

　

当中間会計期間末（平成20年６月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1)株式 139 194 55

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

合計 139 194 55

前事業年度末(平成19年12月31日）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

前事業年度末（平成19年12月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

(1)株式 139 240 101

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

合計 139 240 101

２．時価のない主な有価証券の内容

　
前事業年度末（平成19年12月31日）

貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券  
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前事業年度末（平成19年12月31日）

貸借対照表計上額（千円）

　　　非上場株式 4,000

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間末(平成19年6月30日)

 　デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。

当中間会計期間末(平成20年6月30日)

 　中間期末残高がないため、該当事項はない。

　

前事業年度末(平成19年12月31日)

 　デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。

（ストック・オプション等関係）

        該当事項なし。

（持分法損益等）

　該当事項なし。
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（１株当たり情報）

　
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額（円） 620.22 170.96 629.69

１株当たり中間(当期)純利

益又は中間純損失(△)

(円）

△7.54 13.29 1.93

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益又は中

間純損失(△)(円）

潜在株式の発行がないため

記載していない。

同左 同左

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間(当期)純利益又は中間純損失

(△)(千円）
△105,276 185,572 27,001

普通株主に帰属しない金額（千円） － －　 －　

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間純損失(△)（千円）
△105,276 185,572 27,001

期中平均株式数（株） 13,963,418 13,962,353 13,963,243

（重要な後発事象）

　

前中間会計期間
 （自　平成19年１月１日　
 至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
 （自　平成20年１月１日
 至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

───────    土地の売却について

西日本の生産拠点とする予定で取得し

た岡山県の工業用地を有効利用が困難

となったために、平成20年7月28日に

364,048千円で売却した。当該土地の売

却に伴い、土地売却益33,747千円を当事

業年度の特別利益に計上する予定であ

る。

 (1) 売却土地

 　　岡山県赤磐市釣井100番2

  　　(19,467.8㎡)

 (2) 売却先

 　　㈱放電精密加工研究所

　───────

　

（２）【その他】

  該当事項なし。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

   事業年度（第83期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成20年３月28日関東財務局長に提出。

(2)臨時報告書

　 平成20年4月30日 関東財務局長に提出

　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

   象)の規定に基づく臨時報告書である。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年９月26日

株式会社アルコア・クロージャー・システムズ  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 池之上　孝　幸

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ア

ルコア・クロージャー・システムズの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平

成19年１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社アルコア・クロージャー・システムズの平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年9月26日

株式会社ＣＳＩジャパン
（旧会社名　株式会社 アルコア・クロージャー・システムズ）

 

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大野　功

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社 CSIジャパン（旧会社名 株式会社 アルコア・クロージャー・システムズ）の平成20年１月１日から平成20年

12月31日までの第84期事業年度の中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、す

なわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社 CSIジャパン（旧会社名 株式会社 アルコア・クロージャー・システムズ）の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　追記情報

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は営業外収益に計上していた研究開発収入を売上高に、販売費

及び一般管理費に計上していた研究開発収入見合費用である研究開発費を売上原価に計上する方法に変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＳＩジャパン(E01389)

半期報告書

36/36


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

